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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

 
平成27年度

第１四半期連結
累計期間

平成28年度
第１四半期連結
累計期間

平成27年度

 

 (自　平成27年
　　　４月１日
　至　平成27年
　　　６月30日)

 (自　平成28年
　　　４月１日
　至　平成28年
　　　６月30日)

 (自　平成27年
　　　４月１日
　至　平成28年
　　　３月31日)

経常収益 百万円 20,548 21,068 79,583

　うち信託報酬 百万円 － 9 －

経常利益 百万円 3,554 3,323 14,453

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 2,354 22,448 ――

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 ―― ── 9,412

四半期包括利益 百万円 3,250 21,431 ――

包括利益 百万円 ―― ── 2,390

純資産額 百万円 204,921 282,435 203,216

総資産額 百万円 5,137,388 5,569,313 5,112,540

１株当たり四半期純利益金額 円 80.98 736.50 ――

１株当たり当期純利益金額 円 ―― ── 323.84

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 78.01 479.50 ――

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 ―― ── 311.89

自己資本比率 ％ 3.98 5.06 3.96

信託財産額 百万円 － 11,814 －

（注）１．当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．平成28年度第１四半期連結累計期間より株式会社新銀行東京を当社の連結子会社としております。

３．第１四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

４．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－(四半期）期末新株予約権－（四半期）期末非支配株

主持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

５．信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載し

ております。なお、連結子会社のうち、該当する信託業務を営む会社は株式会社新銀行東京１社であります。

６．平成28年度第１四半期連結累計期間より株式会社新銀行東京は当社の連結子会社となったため、平成27年度

第１四半期連結累計期間及び平成27年度の信託報酬及び信託財産額は記載しておりません。
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２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当第１四半期連結会計期間末現在、当社、連結子会社12社及び関連

会社（持分法適用関連会社）１社で構成され、銀行業務を中心に金融サービスに係る事業を行っております。

当社グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、事業に係る位置付けは次のとおりであります。

 

〔銀行業〕

株式会社東京都民銀行及び株式会社八千代銀行は、東京都及び神奈川県北東部を主たる営業エリアとし、本店ほか

支店等においては、預金業務、貸出業務、内国為替業務、外国為替業務のほか、商品有価証券売買業務、有価証券投

資業務などを行い、株式会社新銀行東京は、東京都を主たる営業エリアとして、預金業務、貸出業務、信託業務、内

国為替業務、有価証券投資業務などを行っております。当社グループは、これら３社による銀行業を当社グループの

中核業務と位置付けております。

また、連結子会社２社においては、信用保証業務を行っております。

 

〔その他〕

その他の連結子会社７社及び関連会社（持分法適用関連会社）１社においては、コンピューター関連サービス、情

報提供サービス業及びクレジットカード業など銀行業務に付随する業務を行っており、当社と一体となってお客さま

の金融ニーズへの対応を図っております。

 

事業系統図によって示すと次のとおりであります。

EDINET提出書類

株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ(E30746)

四半期報告書

 3/42



EDINET提出書類

株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ(E30746)

四半期報告書

 4/42



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」の内容について、重要な変更はありません。また、当

第１四半期連結累計期間において、重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておりません。

２【経営上の重要な契約等】

１．株式会社新銀行東京との経営管理に関する契約

当社は、当社の完全子会社である株式会社新銀行東京との間で、当社が株式会社新銀行東京に対して行う経営管

理について、平成28年４月１日付で「経営管理に関する契約」を締結しております。

 

２．三井住友信託銀行株式会社との業務・資本提携

当社並びに当社グループの株式会社東京都民銀行及び株式会社八千代銀行は、三井住友信託銀行株式会社との間

で、経営基盤の一層の強化と企業価値の向上を推進するために、業務・資本提携契約を平成28年６月３日付で締結

いたしました。

また、当社は、本業務・資本提携のため、平成28年６月24日付で三井住友信託銀行株式会社を割当先として第三

者割当の方法により第１回第一種優先株式を発行いたしました。

業務・資本提携の主な内容

（１）業務提携

当社、株式会社東京都民銀行及び株式会社八千代銀行並びに三井住友信託銀行株式会社は、主に以下の商

品・サービスに関連する業務について、相互に、案件紹介や販売サポート等を通じて提携いたします。

①　法人向け商品・サービス

・ビジネスマッチング業務

・不動産担保ローン業務

・債権流動化業務

・ファイナンス業務（シンジケートローン、不動産ノンリコースローン、プロジェクトファイナンス、Ｐ

ＦＩ等）

・企業再生ビジネス

・Ｍ＆Ａ、事業承継コンサルティング

・海外拠点ビジネス

・リース業務

②　個人向け商品・サービス

・遺言信託・遺産整理業務、相続関連ビジネス

・資産運用に資する商品提供（投資信託、預金、信託商品等）

・不動産担保ローン等の各種ローン業務

・ＡＴＭ相互無料開放

（２）資本提携

当社は、三井住友信託銀行株式会社を割当先として、以下の内容の当社第１回第一種優先株式を発行いた

しました。

（1）発行株式の種類
株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ

第１回第一種優先株式

（2）発行新株式数 750,000株

（3）払込金額 １株につき20,000円

（4）払込金額の総額 15,000,000,000円

（5）増加する資本金及び資本準備金の額 それぞれ7,500,000,000円（１株につき10,000円）

（6）払込期日 平成28年６月24日（金）

（7）資金の使途 株式会社東京都民銀行への出資に充当
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当社は、平成28年４月１日に株式会社新銀行東京（以下、「新銀行東京」という。）と、当社を株式交換完全

親会社、新銀行東京を株式交換完全子会社とする株式交換により経営統合を行いました。当社グループは、地域

金融機関として東京都内最大の124店舗をはじめとする、首都圏で160以上の店舗ネットワークの活用、東京都や

関連団体との連携施策等を通じ、金融プラットフォームサービス“Ｃｌｕｂ　ＴＹ”を一層充実させ、首都圏に

おける中小企業と個人のお客さまの様々なニーズにお応えしてまいります。

当第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年６月30日）のわが国経済は、設備投資の持ち直しの

動きや、雇用・所得環境の改善を背景とした個人消費の底堅い動き等により、緩やかな回復基調が続いたもの

の、新興国経済の減速等による輸出や生産の鈍さ等、一部に慎重な動きもみられました。当社グループの主な営

業基盤であります首都圏における中小企業の景況は、訪日外国人の増加や東京オリンピック・パラリンピック開

催に向けた需要喚起等により、回復ピッチの高まりも期待されますが、株価下落による消費マインドの低下や円

高の進行、英国のＥＵ離脱問題による海外経済の動向等への懸念から、先行きについては依然として慎重な見方

を崩せない状況となっております。

このような環境のもと、当第１四半期連結累計期間の連結経常収益は、前年同連結累計期間比５億円増加し

210億円となりました。連結経常費用は、前年同連結累計期間比７億円増加し177億円となり、その結果、連結経

常利益は、前年同連結累計期間比２億円減少し33億円となりました。また、新銀行東京との経営統合による負の

のれん発生益194億円を特別利益に計上したことにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同連結累

計期間比200億円増加し224億円となりました。

当第１四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末比4,567億円増加し５兆5,693億円となり、純

資産は前連結会計年度末比792億円増加し2,824億円となりました。

主要な勘定残高につきましては、預金は前連結会計年度末比2,942億円増加し４兆7,964億円、貸出金は前連結

会計年度末比2,193億円増加し３兆5,792億円、有価証券は前連結会計年度末比1,588億円増加し１兆3,689億円と

なりました。

 

セグメント別の業績につきましては、当社グループは銀行業以外にコンピューター関連サービス業、情報提供

サービス業及びクレジットカード業等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が

僅少であるため、セグメント情報の記載を省略しております。
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①　国内・海外別収支

当第１四半期連結累計期間の資金運用収支は、国内が174億円、海外が０百万円となり、内部取引による相殺

消去後の合計で139億円となりました。

信託報酬は、株式会社新銀行東京が株式交換により、当第１四半期連結累計期間から当社の連結子会社となっ

たことにより計上しており、内部取引による相殺消去後の合計で９百万円となりました。

役務取引等収支は、国内が38億円、海外が９百万円となり、内部取引による相殺消去後の合計で35億円となり

ました。

その他業務収支は、国内が17億円、海外が△０百万円となり、内部取引による相殺消去後の合計で12億円とな

りました。

 

種類 期別
国内 海外

相殺消去額
（△）

合計

金額（百万円） 金額（百万円）金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 14,370 0 1,136 13,233

当第１四半期連結累計期間 17,403 0 3,424 13,979

うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 15,301 0 1,166 14,134

当第１四半期連結累計期間 18,386 0 3,456 14,929

うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 931 ─ 30 901

当第１四半期連結累計期間 982 ─ 32 949

信託報酬
前第１四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

当第１四半期連結累計期間 9 ─ ─ 9

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 3,401 11 326 3,086

当第１四半期連結累計期間 3,815 9 238 3,586

うち役務取引等収

益

前第１四半期連結累計期間 4,673 11 610 4,073

当第１四半期連結累計期間 4,603 9 489 4,123

うち役務取引等費

用

前第１四半期連結累計期間 1,272 ─ 284 987

当第１四半期連結累計期間 788 ─ 251 536

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 1,445 △0 403 1,041

当第１四半期連結累計期間 1,756 △0 460 1,296

うちその他業務収

益

前第１四半期連結累計期間 1,641 ─ 559 1,081

当第１四半期連結累計期間 2,005 ─ 625 1,379

うちその他業務費

用

前第１四半期連結累計期間 195 0 155 40

当第１四半期連結累計期間 248 0 165 83

（注）１．「国内」は当社及び海外に営業拠点を有しない連結子会社の取引であり、「海外」は海外に営業拠点を有す

る連結子会社の取引であります。

２．相殺消去額は、親子会社間の内部取引の相殺消去額等を記載しております。
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②　国内・海外別役務取引の状況

当第１四半期連結累計期間の役務取引等収益は、国内が46億円、海外が９百万円となり、内部取引による相殺

消去後の合計で41億円となりました。

役務取引等費用は、国内が７億円となり、内部取引による相殺消去後の合計で５億円となりました。

 

種類 期別
国内 海外

相殺消去額
（△）

合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 4,673 11 610 4,073

当第１四半期連結累計期間 4,603 9 489 4,123

うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 396 ─ 0 396

当第１四半期連結累計期間 454 ─ 4 449

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 961 ─ 0 960

当第１四半期連結累計期間 992 ─ 0 991

うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 878 ─ ─ 878

当第１四半期連結累計期間 613 ─ ─ 613

うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 401 ─ ─ 401

当第１四半期連結累計期間 481 ─ ─ 481

うち保護預り

・貸金庫業務

前第１四半期連結累計期間 229 ─ ─ 229

当第１四半期連結累計期間 227 ─ ─ 227

うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 501 ─ 270 230

当第１四半期連結累計期間 494 ─ 235 258

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 1,272 ─ 284 987

当第１四半期連結累計期間 788 ─ 251 536

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 218 ─ ─ 218

当第１四半期連結累計期間 226 ─ ─ 226

（注）１．「国内」は当社及び海外に営業拠点を有しない連結子会社の取引であり、「海外」は海外に営業拠点を有す

る連結子会社の取引であります。

２．相殺消去額は、親子会社間の内部取引の相殺消去額等を記載しております。
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③　国内・海外別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内 海外

相殺消去額
（△）

合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第１四半期連結会計期間 4,521,534 ─ 10,990 4,510,544

当第１四半期連結会計期間 4,807,124 ─ 10,674 4,796,449

うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 2,341,729 ─ 5,202 2,336,527

当第１四半期連結会計期間 2,479,309 ─ 5,044 2,474,264

うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 2,104,873 ─ 5,788 2,099,084

当第１四半期連結会計期間 2,261,004 ─ 5,630 2,255,374

うちその他
前第１四半期連結会計期間 74,932 ─ ─ 74,932

当第１四半期連結会計期間 66,809 ─ ─ 66,809

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 31,419 ─ 2,730 28,689

当第１四半期連結会計期間 32,916 ─ 4,130 28,786

総合計
前第１四半期連結会計期間 4,552,954 ─ 13,720 4,539,234

当第１四半期連結会計期間 4,840,040 ─ 14,804 4,825,236

（注）１．「国内」は当社及び海外に営業拠点を有しない連結子会社の取引であり、「海外」は海外に営業拠点を有す

る連結子会社の取引であります。

２．預金の区分は、次のとおりであります。

ａ．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

ｂ．定期性預金＝定期預金＋定期積金

３．相殺消去額は、親子会社間の内部取引の相殺消去額等を記載しております。
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④　国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

国内

（除く特別国際金融取引勘定分）
3,282,046 100.00 3,579,113 100.00

製造業 339,960 10.35 337,391 9.42

農業、林業 1,044 0.03 1,007 0.02

漁業 45 0.00 45 0.00

鉱業、採石業、砂利採取業 766 0.02 1,056 0.02

建設業 161,005 4.90 179,274 5.00

電気・ガス・熱供給・水道業 12,551 0.38 13,046 0.36

情報通信業 73,214 2.23 79,031 2.20

運輸業、郵便業 90,023 2.74 103,768 2.89

卸売業、小売業 382,193 11.64 402,649 11.24

金融業、保険業 205,555 6.26 217,891 6.08

不動産業 609,771 18.57 720,148 20.12

不動産取引業　　　（注）２ 223,213 6.80 297,167 8.30

不動産賃貸業等　　（注）２ 386,558 11.77 422,979 11.81

物品賃貸業 84,222 2.56 93,654 2.61

学術研究、専門・技術サービス業 43,948 1.33 45,779 1.27

宿泊業 10,111 0.30 12,212 0.34

飲食業 26,762 0.81 30,807 0.86

生活関連サービス業、娯楽業 48,270 1.47 57,280 1.60

教育、学習支援業 15,448 0.47 15,493 0.43

医療・福祉 92,547 2.81 102,621 2.86

その他サービス 77,202 2.35 92,287 2.57

地方公共団体 154,911 4.71 193,798 5.41

その他 852,477 25.97 879,856 24.58

海外及び特別国際金融取引勘定分 502 100.00 144 100.00

政府系 ─ ─ ─ ─

金融機関 ─ ─ ─ ─

その他 502 100.00 144 100.00

合計 3,282,549 ―― 3,579,258 ──

（注）１．「国内」は当社及び海外に営業拠点を有しない連結子会社の取引であり、「海外」は海外に営業拠点を有す

る連結子会社の取引であります。

２．不動産取引業とは不動産取引の免許を有する業者による不動産業であり、不動産賃貸業等とは主にアパート

経営等を営む個人経営者による賃貸業等であります。
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「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

連結子会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は、株式会社新

銀行東京１社であります。

 

　信託財産の運用／受入状況（信託財産残高表）

資産

科目

前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成28年６月30日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

受託有価証券 ─ ─ 100 0.84

金銭債権 ─ ─ 11,587 98.07

現金預け金 ─ ─ 126 1.06

合計 ─ ─ 11,814 100.00

 

負債

科目

前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成28年６月30日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

有価証券の信託 ─ ─ 100 0.84

金銭債権の信託 ─ ─ 11,714 99.15

合計 ─ ─ 11,814 100.00

(注）１．株式会社新銀行東京が株式交換により、当第１四半期連結会計期間から当社の連結子会社となったため、

前連結会計年度の「信託財産の運用／受入状況（信託財産残高表）」は記載しておりません。

２．元本補てん契約のある信託については、取扱残高はありません。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について

重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

（３）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

第１回第一種優先株式 5,000,000

第２回第一種優先株式 5,000,000

第二種優先株式 2,000,000

計 112,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,650,115 30,650,115
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株(注)１

第１回第一種優先株式

（行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等

に該当します）

750,000 750,000 ─

単元株式数

100株

(注）２、

３、４、５

第二種優先株式

（行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等

に該当します）

2,000,000 2,000,000 ─

単元株式数

100株

(注）１、

３、４、６

新株予約権付社債

（行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等

に該当します）

─ ─ ─

無担保転換社

債型新株予約

権付社債

50億円

（注）７，８

計 33,400,115 33,400,115 ── ──

（注）１．平成28年４月１日に、当社を株式交換完全親会社、株式会社新銀行東京（以下、「新銀行東京」という。）

を株式交換完全子会社とする株式交換により経営統合を行ないました。当社は、本株式交換に際して、新銀行

東京の普通株式１株につき、0.24株の当社の普通株式を割当て交付いたしました。また、新銀行東京のＡ種優

先株式１株につき、１株の当社の第二種優先株式を割当て交付いたしました。この結果、普通株式1,422,289

株、第二種優先株式2,000,000株、それぞれ増加しております。

（注）２．平成28年６月24日に、第１回第一種優先株式750,000株を発行しております。

（注）３．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

（1）第１回第一種優先株式及び第二種優先株式は、当社普通株式を対価とする取得請求権が付与されておりま

す。取得請求権の対価として交付される普通株式の数は、一定の期間における当社の市場株価を基準として

修正されることがあり、当社の市場株価の下落により、当該取得請求権の対価として交付される当社普通株

式の数は増加する場合があります。

（2）取得価額の修正の基準及び頻度

① 修正の基準

・第１回第一種優先株式

平成35年６月１日から平成43年３月31日までの毎年４月１日及び10月１日に先立つ５連続取引日の株式会

社東京証券取引所における当社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのない日

を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。また、下記（注）５．５.(8)に定める取得価額の調整事由が

生じた場合は、当該平均値は下記（注）５．５.(8)に準じて調整される。）とします。
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・第二種優先株式

平成33年４月１日から平成43年３月31日までの毎年４月１日及び10月１日に先立つ５連続取引日の株式会

社東京証券取引所における当社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのない日

を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。また、下記（注）６．５.(8)に定める取得価額の調整事由が

生じた場合は、当該平均値は下記（注）６．５.(8)に準じて調整される。）とします。

② 修正の頻度

・第１回第一種優先株式

平成35年６月１日から平成43年３月31日までの毎年４月１日および10月１日

・第二種優先株式

平成33年４月１日から平成43年３月31日までの毎年４月１日および10月１日

(3）取得価額の下限

・第１回第一種優先株式

1,637円（ただし、（注）５．５.(8)による調整を受ける。）

・第二種優先株式

1,370円（ただし、（注）６．５.(8)による調整を受ける。）

（4）取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

・第１回第一種優先株式

9,163,103株（平成28年８月10日現在における第１回第一種優先株式の発行済株式総数750,000株に基づき

算定。同日の普通株式の発行済株式総数の29.89％）

・第二種優先株式

29,197,080株（平成28年８月10日現在における第二種優先株式の発行済株式総数2,000,000株に基づき算

定。同日の普通株式の発行済株式総数の95.25％）

(5）第１回第一種優先株式について、当社は、平成38年６月１日以降、取締役会が別に定める日が到来したとき

は、法令上可能な範囲で、第１回第一種優先株式の全部または一部を取得することができる旨の条項を定めて

おります。

(6）第二種優先株式について、当社は、平成36年４月１日以降、取締役会が別に定める日が到来したときは、法

令上可能な範囲で、第二種優先株式の全部または一部を取得することができる旨の条項を定めております。

（注）４．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

(1）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

・第１回第一種優先株式

該当事項はありません。

・第二種優先株式

該当事項はありません。

(2）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

・第１回第一種優先株式

当社と三井住友信託銀行株式会社（以下「三井住友信託銀行」といいます。）が平成28年６月３日付け

で締結した業務・資本提携契約により、三井住友信託銀行による第１回第一種優先株式の譲渡が次のとお

り制限されております。すなわち、三井住友信託銀行が第１回第一種優先株式を第三者へ譲渡しようとす

るときは、当社に対して譲渡の承諾を求めなければならず、これに対して、①当社が承諾を行った場合、

又は、②当社が承諾を拒絶し、かつ、当社若しくは当社が指定する者による当該第１回第一種優先株式の

取得が行われなかった場合に限り、三井住友信託銀行は当該第三者に対して当該第１回第一種優先株式を

譲渡することができます。また、三井住友信託銀行は当社に対して第１回第一種優先株式の買取りを申し

入れることができ、当社がかかる申入れを拒み、かつ、当社が指定する者による当該第１回第一種優先株

式の買取りが行われなかった場合には、それ以降、三井住友信託銀行は当該第１回第一種優先株式を自由

に譲渡することができます。

・第二種優先株式

第二種優先株式を譲渡により取得することについては当社の取締役会の承認を要する旨の定めがありま

す。
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（注）５．第１回第一種優先株式の内容は、以下のとおりです。

１．第１回第一種優先配当金

(1）第１回第一種優先配当金

当会社は、定款第44条第１項に定める日を基準日とする剰余金の期末配当を行うときは、当該期末配当に

係る基準日の最終の株主名簿に記載または記録された第１回第一種優先株式を有する株主（以下「第１回第

一種優先株主」という。）または第１回第一種優先株式の登録株式質権者（以下「第１回第一種優先登録株

式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）および普通株式の登録

株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第１回第一種優先株式１株につき、20,000

円（ただし、第１回第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する

事由があった場合には、適切に調整される。）に、以下に定める配当年率を乗じて算出した金銭（ただし、

払込期日の属する事業年度に係る配当については、当該金銭に、払込期日（同日を含む。）から当該事業年

度の末日（同日を含む。）までの日数を365で除して算出される数を乗じて算出される額の金銭（円位未満

小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。））による剰余金の配当（以下「第１回第一種優

先配当金」という。）を支払う。

配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）＋1.1％（ゼロを下回る場合には、ゼロとする。）

ただし、上記の配当年率が５％を超える場合には、配当年率は５％とする。なお、配当年率は、％未満小

数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。また、当該事業年度において下記２．に定める第１

回第一種優先中間配当金を支払ったときは、第１回第一種優先配当金はその額を控除した額とする。

上記の算式において「日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）」とは、払込期日が属する事業年度については平成

28年４月１日、それ以降に開始する事業年度については毎年の４月１日（ただし、当該日が銀行休業日の場

合はその直前の銀行営業日）（以下「第１回第一種優先配当年率決定日」という。）の午前11時における日

本円12ヶ月物トーキョー・インターバンク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として全国銀行協会

によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを指すものとする。日本円ＴＩＢＯＲ

（12ヶ月物）が公表されていない場合は、第１回第一種優先配当年率決定日（ただし、当該日がロンドンに

おける銀行休業日の場合はその直前のロンドンにおける銀行営業日）において、ロンドン時間午前11時現在

のReuters3750ページに表示されるユーロ円12ヶ月物ロンドン・インターバンク・オファード・レート

（ユーロ円ＬＩＢＯＲ12ヶ月物（360日ベース））として、英国銀行協会（ＢＢＡ）によって公表される数

値を、日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）に代えて用いるものとする。

(2）非累積条項

ある事業年度において第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金

の配当の額が第１回第一種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(3）非参加条項

第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対しては、第１回第一種優先配当金の額を

超えて剰余金の配当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ

もしくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当または当会社が行う新設分割手続の中で行われる同

法第763条第12号ロもしくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではな

い。

(4）優先順位

第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対する第１回第一種優先配当金の支払いと

第２回第一種優先株式及び第二種優先株式の株主または登録株式質権者に対する優先配当金の支払いの支払順

位は、同順位とする。

２．第１回第一種優先中間配当金

当会社は、定款第44条第２項に定める日を基準日とする中間配当を行うときは、当該中間配当に係る基準日の

最終の株主名簿に記載または記録された第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対し、

普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、第１回第一種優先株式１株につき、各事業年度における第１回第

一種優先配当金の額の２分の１の額を上限とする金銭による剰余金の配当（以下「第１回第一種優先中間配当

金」という。）を行う。なお、第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対する第１回第

一種優先中間配当金の支払いと第２回第一種優先株式及び第二種優先株式の株主または登録株式質権者に対する

優先中間配当金の支払いの支払順位は、同順位とする。

３．残余財産の分配

(1）残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対

し、普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、第１回第一種優先株式１株につき20,000円（ただし、第１

回第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合に

は、適切に調整される。）の金銭を支払う。
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(2）非参加条項

第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対しては、上記(1）のほか、残余財産の分

配は行わない。

(3）優先順位

第１回第一種優先株主または第１回第一種優先登録株式質権者に対する残余財産の分配と第２回第一種優先

株式及び第二種優先株式の株主または登録株式質権者に対する残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。

４．議決権

第１回第一種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、全ての事項につき株主総会において議決権を

行使することができない。ただし、第１回第一種優先株主は、(ⅰ)各事業年度終了後、当該事業年度に係る定時

株主総会の招集のための取締役会決議までに開催される全ての取締役会において、第１回第一種優先配当金の額

全部（第１回第一種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を行う旨の決議がなされ

ず、かつ、(a)当該事業年度に係る定時株主総会に第１回第一種優先配当金の額全部（第１回第一種優先中間配

当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を行う旨の議案が提出されないときは、その定時株主総会

より、または、(b)第１回第一種優先配当金の額全部（第１回第一種優先中間配当金を支払ったときは、その額

を控除した額）の支払を行う旨の議案がその定時株主総会において否決されたときは、その定時株主総会終結の

時より、(ⅱ)第１回第一種優先配当金の額全部（第１回第一種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除

した額）の支払を行う旨の取締役会決議または株主総会決議がなされるまでの間は、全ての事項について株主総

会において議決権を行使することができる。

５．普通株式を対価とする取得請求権

(1）取得請求権

第１回第一種優先株主は、下記(2）に定める取得を請求することができる期間（以下「取得請求期間」とい

う。）中、当会社に対して、自己の有する第１回第一種優先株式を取得することを請求することができる。か

かる取得の請求があった場合、当会社は、第１回第一種優先株主がかかる取得の請求をした第１回第一種優先

株式を取得するのと引換えに、下記(3）に定める財産を当該第１回第一種優先株主に対して交付する。ただ

し、下記(3）に定める財産としての普通株式数が行使可能株式数（以下に定義する。）を超える場合には、引

き換えに交付される普通株式数が行使可能株式数を超えない範囲内で最大数の第１回第一種優先株式について

取得請求の効力が生じるものとし、その余の第１回第一種優先株式については取得請求がなされなかったもの

とみなす。「行使可能株式数」とは、(ⅰ)取得請求をした日（以下「取得請求日」という。）における当会社

の発行可能株式総数から、取得請求日における当会社の発行済株式総数（当会社の自己株式数を除く。）およ

び取得請求日における新株予約権（当該新株予約権の権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の

新株予約権者が当該新株予約権の行使により取得することとなる株式の数を控除した数と、(ⅱ)取得請求日に

おける当会社の普通株式に係る発行可能種類株式総数から、取得請求日における当会社の普通株式に係る発行

済株式総数（当会社の自己株式数を除く。）、取得請求権付株式（当該取得請求権の取得請求期間の初日が到

来していないものを除く。）の株主が取得請求権の行使により取得することとなる普通株式の数、取得条項付

株式の株主が取得事由の発生により取得することとなる普通株式の数および新株予約権（当該新株予約権の権

利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の新株予約権者が新株予約権の行使により取得することと

なる普通株式の数を控除した数の、いずれか小さい方をいう。

(2）取得請求期間

取得請求期間は、平成35年６月１日から平成43年３月31日までとする。

(3）取得と引換えに交付すべき財産

当会社は、第１回第一種優先株式の取得と引換えに、第１回第一種優先株主が取得の請求をした第１回第一

種優先株式数に20,000円（ただし、第１回第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合

またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記(4）ないし(8）に定める

取得価額で除した数の普通株式を交付する。なお、第１回第一種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株

式の数に１株に満たない端数があるときは、会社法第167条第３項に従ってこれを取扱う。

(4）当初取得価額

当初取得価額は、発行決議日である平成28年６月３日（以下「当初取得価額決定日」という。）における普

通株式１株当たり時価（以下「普通株式１株当たり時価（当初取得価額決定日）」という。）である2,728円

とする。

普通株式１株当たり時価（当初取得価額決定日）とは、当初取得価額決定日に先立つ５連続取引日の株式会

社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのない日

を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。

(5）取得価額の修正

取得価額は、取得請求期間の毎年４月１日および10月１日（以下「取得価額修正日」という。）における普

通株式１株当たり時価（以下「普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）」という。）に修正される（以下
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「修正後取得価額」という。）。ただし、普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）が下記(6）に定める上

限取得価額を上回る場合は、修正後取得価額は上限取得価額とし、普通株式１株当たり時価（取得価額修正

日）が下記(7）に定める下限取得価額を下回る場合は、修正後取得価額は下限取得価額とする。

普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）とは、取得価額修正日に先立つ５連続取引日の株式会社東京証

券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのない日を除

く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、取得価額修正日に先立つ５連続取引日の期間にお

いて、下記(8）に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当該平均値は下記(8）に準じて調整される。

(6）上限取得価額

上限取得価額は、当初取得価額とする。

(7）下限取得価額

下限取得価額は、発行決議日である平成28年６月３日（以下「下限取得価額決定日」という。）における普

通株式１株当たり時価（以下「普通株式１株当たり時価（下限取得価額決定日）」という。）の60％（円位未

満切上げ。また、下記(8）による調整を受ける。）である1,637円とする。

普通株式１株当たり時価（下限取得価額決定日）とは、下限取得価額決定日に先立つ５連続取引日の株式会

社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのない日

を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。

(8）取得価額の調整

イ．第１回第一種優先株式の発行後、下記(ⅰ)ないし(ⅵ)のいずれかに該当する場合には、取得価額（下限取

得価額及び上限取得価額を含む。以下同じ。）を次に定める算式（以下「取得価額調整式」という。）によ

り調整する（以下、調整後の取得価額を「調整後取得価額」という。）。取得価額調整式の計算について

は、１円未満を切り捨てる。

 既発行
普通株式数

＋
交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後取得価額＝調整前取得価額×
１株当たりの時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

（ⅰ）取得価額調整式に使用する時価（下記ハ．に定義する。以下同じ。）を下回る払込金額をもって普通

株式を発行または自己株式である普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）（ただ

し、当会社の普通株式の交付を請求できる取得請求権付株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。以下本(8）において同じ。）その他の証券（以下「取得請求権付株式等」とい

う。）、または当会社の普通株式の交付と引換えに当会社が取得することができる取得条項付株式もし

くは取得条項付新株予約権その他の証券（以下「取得条項付株式等」という。）が取得または行使さ

れ、これに対して普通株式が交付される場合を除く。）

調整後取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間の末日とする。以下同

じ。）（株式無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降、または株主に募集株式の割当てを受け

る権利を与えるためもしくは株式無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適

用する。

（ⅱ）株式の分割をする場合

調整後取得価額は、株式の分割のための基準日に分割により増加する普通株式数（基準日における当会

社の自己株式である普通株式に関して増加する普通株式数を除く。）が交付されたものとみなして取得

価額調整式を適用して算出し、その基準日の翌日以降、これを適用する。

（ⅲ）取得価額調整式に使用する時価を下回る価額（下記ニ．に定義する。以下本(ⅲ)、下記(ⅳ)および

(ⅴ)ならびに下記ハ．(ⅳ)において同じ。）をもって当会社の普通株式の交付を請求できる取得請求権

付株式等を発行または処分する場合（株式無償割当ておよび新株予約権無償割当ての場合を含む。）

調整後取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合は割当日）（株式無償割

当てまたは新株予約権無償割当ての場合はその効力発生日）に、または株主に取得請求権付株式等の割

当てを受ける権利を与えるためもしくは株式無償割当てもしくは新株予約権無償割当てのための基準日

がある場合はその日に、当該取得請求権付株式等の全部が当初の条件で取得または行使されて普通株式

が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、その払込期日（新株予約権の場合は割

当日）（株式無償割当てもしくは新株予約権無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降、または

当該基準日の翌日以降、これを適用する。

上記にかかわらず、上記の普通株式が交付されたものとみなされる日において価額が確定しておら

ず、後日一定の日（以下「価額決定日」という。）に価額が決定される取得請求権付株式等を発行した

場合において、決定された価額が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合には、調整後取得価額

は、当該価額決定日に残存する取得請求権付株式等の全部が価額決定日に確定した条件で取得または行

使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該価額決定日の翌

日以降これを適用する。
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（ⅳ）当会社が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正される条件（本イ．または

ロ．と類似する希薄化防止のための調整を除く。）が付されている場合で、当該修正が行われる日（以

下「修正日」という。）における修正後の価額（以下「修正価額」という。）が取得価額調整式に使用

する時価を下回る場合

調整後取得価額は、修正日に、残存する当該取得請求権付株式等の全部が修正価額で取得または行使

されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該修正日の翌日以降

これを適用する。

なお、かかる取得価額調整式の適用に際しては、下記(a)ないし(c)の場合に応じて、調整後取得価額

を適用する日の前日において有効な取得価額に、それぞれの場合に定める割合（以下「調整係数」とい

う。）を乗じた額を調整前取得価額とみなすものとする。

(a）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行われてい

ない場合

調整係数は１とする。

(b）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行われてい

る場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記(5）による取得価額の修正が行われてい

る場合

調整係数は１とする。

ただし、下限取得価額の算定においては、調整係数は、上記(ⅲ)または本(ⅳ)による直前の調整を

行う前の下限取得価額を当該調整後の下限取得価額で除した割合とし、上限取得価額の算定において

は、調整係数は、上記(ⅲ)または本(ⅳ)による直前の調整を行う前の上限取得価額を当該調整後の上

限取得価額で除した割合とする。

(c）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行われてい

る場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記(5）による取得価額の修正が行われてい

ない場合

調整係数は、上記(ⅲ)または本(ⅳ)による直前の調整を行う前の取得価額を当該調整後の取得価額

で除した割合とする。

（ⅴ）取得条項付株式等の取得と引換えに取得価額調整式に使用される時価を下回る価額をもって当会社の

普通株式を交付する場合

調整後取得価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

ただし、当該取得条項付株式等について既に上記(ⅲ)または(ⅳ)による取得価額の調整が行われてい

る場合には、調整後取得価額は、当該取得と引換えに普通株式が交付された後の完全希薄化後普通株

式数（下記ホ．に定義する。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、当該超

過する普通株式数が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、取得の直前の既発

行普通株式数を超えないときは、本(ⅴ)による調整は行わない。

（ⅵ）株式の併合をする場合

調整後取得価額は、株式の併合により減少した普通株式数（効力発生日における当会社の自己株式で

ある普通株式に関して減少した普通株式数を除く。）を負の値で表示して交付普通株式数とみなして取

得価額調整式を適用して算出し、株式の併合の効力発生日以降、これを適用する。

ロ．上記イ．(ⅰ)ないし(ⅵ)に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換または株式移転等により、取得

価額の調整を必要とする場合は、取締役会が適当と判断する取得価額に変更される。

ハ．（ⅰ）取得価額調整式に使用する「時価」は、調整後取得価額を適用する日に先立つ５連続取引日の株式

会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡ

Ｐのない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、上記５連続取引日の間

に、取得価額の調整事由が生じた場合、調整後取得価額は、本(8）に準じて調整する。

（ⅱ）取得価額調整式に使用する「調整前取得価額」は、調整後取得価額を適用する日の前日において有

効な取得価額とする。

（ⅲ）取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合はその日の当会社の発行済

株式数（自己株式である普通株式数を除く。）に、基準日がない場合は調整後取得価額を適用する日

の１ヶ月前の日の当会社の発行済普通株式数（自己株式である普通株式数を除く。）に、当該取得価

額の調整の前に上記イ．またはロ．に基づき「交付普通株式数」とみなされた普通株式であって未だ

交付されていない普通株式数（ある取得請求権付株式等について上記イ．(ⅳ)(b)または(c)に基づく

調整が初めて適用される日（当該日を含む。）からは、当該取得請求権付株式等に係る直近の上記

イ．(ⅳ)(b)または(c)に基づく調整に先立って適用された上記イ．(ⅲ)または(ⅳ)に基づく調整によ

り「交付普通株式数」とみなされた普通株式数は含まない。）を加えたものとする。
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（ⅳ）取得価額調整式に使用する「１株当たりの払込金額」とは、上記イ．(ⅰ)の場合には、当該払込金

額（株式無償割当ての場合は０円）（金銭以外の財産による払込みの場合には適正な評価額）、上記

イ．(ⅱ)および(ⅵ)の場合には０円、上記イ．(ⅲ)ないし(ⅴ)の場合には価額（ただし、(ⅳ)の場合

は修正価額）とする。

ニ．上記イ．(ⅲ)ないし(ⅴ)および上記ハ．(ⅳ)において「価額」とは、取得請求権付株式等または取得条項

付株式等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の場合には、その行使に際して出資される財産の

価額を加えた額とする。）から、その取得または行使に際して当該取得請求権付株式等または取得条項付株

式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得または行使に際して交付

される普通株式数で除した金額をいう。

ホ．上記イ．(ⅴ)において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する日の既発行普通株式

数から、上記ハ．(ⅲ)に従って既発行普通株式数に含められている未だ交付されていない普通株式数で当該

取得条項付株式等に係るものを除いて、当該取得条項付株式等の取得により交付される普通株式数を加えた

ものとする。

へ．上記イ．(ⅰ)ないし(ⅲ)において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準日以

降に開催される当会社の株主総会における一定の事項に関する承認決議を停止条件としている場合には、上

記イ．(ⅰ)ないし(ⅲ)の規定にかかわらず、調整後取得価額は、当該承認決議をした株主総会の終結の日の

翌日以降にこれを適用する。

ト．取得価額調整式により算出された上記イ．第２文を適用する前の調整後取得価額と調整前取得価額との差

額が１円未満にとどまるときは、取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後取得価額調整式によ

る取得価額の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取

得価額に代えて調整前取得価額からこの差額を差し引いた額を（ただし、円位未満小数第２位までを算出

し、その小数第２位を切り捨てる。）使用する。

(9）合理的な措置

上記(4）ないし(8）に定める取得価額（下記７.(2）に定める一斉取得価額を含む。以下本(9）において同

じ。）は、希薄化防止および異なる種類の株式の株主間の実質的公平の見地から解釈されるものとし、その算

定が困難となる場合または算定の結果が不合理となる場合には、当会社の取締役会は、取得価額の適切な調整

その他の合理的に必要な措置をとるものとする。

(10）取得請求受付場所

株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ　経営企画部

(11）取得請求の効力発生

取得請求の効力は、取得請求に要する書類が上記(10）に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生

する。

６．金銭を対価とする取得条項

(1）金銭を対価とする取得条項

当会社は、平成38年６月１日以降、取締役会が別に定める日が到来したときは、法令上可能な範囲で、第１

回第一種優先株式の全部または一部を取得することができる。この場合、当会社は、かかる第１回第一種優先

株式を取得するのと引換えに、下記(2）に定める財産を第１回第一種優先株主に対して交付するものとする。

なお、第１回第一種優先株式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。取得日の決定後も上記５．に

定める取得請求権の行使は妨げられないものとする。

(2）取得と引換えに交付すべき財産

当会社は、第１回第一種優先株式の取得と引換えに、第１回第一種優先株式１株につき、20,000円（ただ

し、第１回第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があっ

た場合には、適切に調整される。）の金銭を交付する。

７．普通株式を対価とする取得条項

(1）普通株式を対価とする取得条項

当会社は、取得請求期間の末日までに当会社に取得されていない第１回第一種優先株式の全てを取得請求期

間の末日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって取得する。この場合、当会社は、かかる第１回第一

種優先株式を取得するのと引換えに、各第１回第一種優先株主に対し、その有する第１回第一種優先株式数に

20,000円（ただし、第１回第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類

する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記(2）に定める一斉取得価額で除した数の

普通株式を交付するものとする。第１回第一種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満

たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。

EDINET提出書類

株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ(E30746)

四半期報告書

18/42



(2）一斉取得価額

一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日（以下「一斉取得価額算定期間」と

いう。）の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値

（ＶＷＡＰのない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、一斉取得価額算定期間に

おいて、上記５.(8）に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当該平均値は上記５.(8）に準じて調整され

る。ただし、かかる計算の結果、一斉取得価額が上記５.(6）に定める上限取得価額を上回る場合は、一斉取

得価額は上限取得価額とし、上記５.(7）に定める下限取得価額を下回る場合は、一斉取得価額は下限取得価

額とする。

８．株式の分割または併合および株式無償割当て

(1）分割または併合

当会社は、株式の分割または併合を行うときは、普通株式、第１回第一種優先株式、第２回第一種優先株式

および第二種優先株式の種類ごとに、同時に同一の割合で行う。

(2）株式無償割当て

当会社は、株式無償割当てを行うときは、普通株式、第１回第一種優先株式、第２回第一種優先株式および

第二種優先株式の種類ごとに、当該種類の株式の無償割当てを、同時に同一の割合で行う。

９．その他

(1）単元株式数

第１回第一種優先株式の単元株式数は100株です。

(2）議決権の有無及び差異並びに理由

当社は、株主としての権利内容に制限のない株式である普通株式の他に、株主総会における議決権を有さな

い第１回第一種優先株式、第２回第一種優先株式及び第二種優先株式を定款に定めています。これは、優先株

式が剰余金の配当及び残余財産の分配について普通株式に優先する代わりに、優先株式には議決権を付さない

こととしたものであります。

(3）種類株主総会の決議

当社は、第１回第一種優先株式について、会社法第322条第１項の規定による種類株主総会の決議を要しな

い旨を定款で定めておりません。

（注）６．第二種優先株式の内容は、以下のとおりであります。

１．第二種優先配当金

(1）第二種優先配当金

当会社は、定款第44条第１項に定める日を基準日とする剰余金の期末配当を行うときは、当該期末配当に

係る基準日の最終の株主名簿に記載または記録された第二種優先株式を有する株主（以下「第二種優先株

主」という。）または第二種優先株式の登録株式質権者（以下「第二種優先登録株式質権者」という。）に

対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）および普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、第二種優先株式１株につき、20,000円（ただし、第二種優先株式に

つき、株式の分割、株式無償割当、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整され

る。）に、以下に定める配当年率を乗じて算出した金銭による剰余金の配当（以下「第二種優先配当金」と

いう。）を支払う。

配当年率＝日本円TIBOR（12ヶ月物）＋0.0％

ただし、上記の配当年率が５％を超える場合には、配当年率は５％とする。また、当該事業年度において

第２項に定める第二種優先中間配当金を支払ったときは、第二種優先配当金はその額を控除した額とする。

上記の算式において「日本円TIBOR（12ヶ月物）」とは、毎年の４月１日（ただし、当該日が銀行休業日

の場合はその直前の銀行営業日）（以下「第二種優先配当年率決定日」という。）の午前11時における日本

円12ヶ月物トーキョー・インターバンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によっ

て公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを指すものとする。日本円TIBOR（12ヶ月物）

が公表されていない場合は、第二種優先配当年率決定日（ただし、当該日がロンドンにおける銀行休業日の

場合はその直前のロンドンにおける銀行営業日）において、ロンドン時間午前11時現在のReuters3750ペー

ジに表示されるロンドン・インターバンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR12ヶ月物（360日ベー

ス））として、英国銀行協会（ＢＢＡ）によって公表される数値を、日本円TIBOR（12ヶ月物）に代えて用

いるものとする。

(2）非累積条項

ある事業年度において第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対して支払う金銭による剰余金

の配当の額が第二種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(3）非参加条項

第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対しては、第二種優先配当金の額を超えて剰余金の配

当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロもしくは同法第
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760条第７号ロに規定される剰余金の配当または当会社がする新設分割手続の中で行われる同法第763条第12

号ロもしくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

(4）優先順位

第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対する第二種優先配当金の支払いと第一種優先株主ま

たは第一種優先登録株式質権者に対する第一種優先配当金の支払いの支払順位は、同順位とする。

２．第二種優先中間配当金

当会社は、定款第44条第２項に定める日を基準日とする中間配当を行うときは、当該中間配当に係る基準日

の最終の株主名簿に記載または記録された第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対し、普通株主

および普通登録株式質権者に先立ち、第二種優先株式１株につき、各事業年度における第二種優先配当金の額

の２分の１の額を上限とする金銭による剰余金の配当（以下「第二種優先中間配当金」という。）を行う。な

お、第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対する第二種優先中間配当金の支払いと第一種優先株

主または第一種優先登録株式質権者に対する第一種優先中間配当金の支払いの支払順位は、同順位とする。

３．残余財産の分配

(1）残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対し、普通株

主または普通登録株式質権者に先立ち、第二種優先株式１株につき20,000円（ただし、第二種優先株式につ

き、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整され

る。）の金銭を支払う。

(2）非参加条項

第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対しては、上記(1)のほか、残余財産の分配は行わな

い。

(3）優先順位

第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対する残余財産の分配と第一種優先株主または第一種

優先登録株式質権者に対する残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。

４．議決権

第二種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。

５．普通株式を対価とする取得請求権

(1）取得請求権

二種優先株主は、下記(2)に定める取得を請求することができる期間（以下「取得請求期間」という。）

中、当会社に対して、自己の有する第二種優先株式を取得することを請求することができる。かかる取得の

請求があった場合、当会社は、第二種優先株主がかかる取得の請求をした第二種優先株式を取得するのと引

換えに、下記(3)に定める財産を当該第二種優先株主に対して交付する。ただし、下記(3)に定める財産とし

ての普通株式数が行使可能株式数（以下に定義する。）を超える場合には、行使可能株式数について取得請

求の効力が生じるものとし、行使可能株式数を超える部分については取得請求がなされなかったものとみな

す。「行使可能株式数」とは、(ⅰ)取得請求をした日（以下「取得請求日」という。）における当会社の発

行可能株式総数から、取得請求日における当会社の発行済株式総数（当会社の自己株式数を除く。）および

取得請求日における新株予約権（当該新株予約権の権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の

新株予約権者が当該新株予約権の行使により取得することとなる株式の数を控除した数と、(ⅱ)取得請求日

における当会社の普通株式に係る発行可能種類株式総数から、取得請求日における当会社の普通株式に係る

発行済株式総数（当会社の自己株式数を除く。）、取得請求権付株式（当該取得請求権の取得請求期間の初

日が到来していないものを除く。）の株主が取得請求権の行使により取得することとなる普通株式の数、取

得条項付株式の株主が取得事由の発生により取得することとなる普通株式の数および新株予約権（当該新株

予約権の権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の新株予約権者が新株予約権の行使により取

得することとなる普通株式の数を控除した数の、いずれか小さい方をいう。

(2）取得請求期間

取得請求期間は、平成33年４月１日から平成43年３月31日までとする。

(3）取得と引換えに交付すべき財産

当会社は、第二種優先株式の取得と引換えに、第二種優先株主が取得の請求をした第二種優先株式数に

20,000円（ただし、第二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する

事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記(4)ないし(8)に定める取得価額で除した数

の普通株式を交付する。なお、第二種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない

端数があるときは、会社法第167条第３項に従ってこれを取扱う。

(4）当初取得価額

当初取得価額は、取得請求期間の初日（以下「当初取得価額決定日」という。）における普通株式１株当

たり時価（以下「普通株式１株当たり時価（当初取得価額決定日）」という。）とする。ただし、普通株式
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１株当たり時価（当初取得価額決定日）が下記(7)に定める下限取得価額を下回る場合は、当初取得価額は

下限取得価額とする。

普通株式１株当たり時価（当初取得価額決定日）とは、当初取得価額決定日に先立つ５連続取引日の株式

会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのな

い日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、当初取得価額決定日に先立つ５連続取

引日の期間において、下記(8)に定める取得価額の調整事由が生じた場合は、当該平均値は下記(8)に準じて

調整される。

(5）取得価額の修正

取得価額は、取得請求期間の毎年４月１日及び10月１日（以下「取得価額修正日」という。）における普

通株式１株当たり時価（以下「普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）」という。）に修正される（以

下「修正後取得価額」という。）。ただし、普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）が下記(7)に定め

る下限取得価額を下回る場合は、修正後取得価額は下限取得価額とする。

普通株式１株当たり時価（取得価額修正日）とは、取得価額修正日に先立つ５連続取引日の株式会社東京

証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのない日を除

く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、取得価額修正日に先立つ５連続取引日の期間に

おいて、下記(8)に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当該平均値は下記(8)に準じて調整される。

(6）上限取得価額

取得価額には上限を設けない。

(7）下限取得価額

下限取得価額は、平成28年４月１日（以下「下限取得価額決定日」という。）における普通株式１株当た

り時価（以下「普通株式１株当たり時価（下限取得価額決定日）」という。）の50％（円位未満切上げ。ま

た、下記(8)による調整を受ける。）である1,370円とする。

普通株式１株当たり時価（下限取得価額決定日）とは、下限取得価額決定日に先立つ５連続取引日の株式

会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（ＶＷＡＰのな

い日を除く。）に相当する金額とする。なお、下限取得価額決定日に先立つ５連続取引日の期間において、

下記(8)に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当該平均値は下記(8)に準じて調整される。

(8）取得価額の調整

イ．第二種優先株式の発行後、下記(ⅰ)ないし(ⅵ)のいずれかに該当する場合には、取得価額（下限取得価

額を含む。以下同じ。）を次に定める算式（以下「取得価額調整式」という。）により調整する（以下、

調整後の取得価額を「調整後取得価額」という。）。取得価額調整式の計算については、１円未満を切り

捨てる。

 
既発行普通株式数＋

交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後取得価額＝調整前取得価額×
１株当たりの時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

（ⅰ）取得価額調整式に使用する時価（下記ハ．に定義する。以下同じ。）を下回る払込金額をもって普

通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）（た

だし、当会社の普通株式の交付を請求できる取得請求権付株式もしくは新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。以下本(8)において同じ。）その他の証券（以下「取得請求権付株式等」と

いう。）、または当会社の普通株式の交付と引換えに当会社が取得することができる取得条項付株式

もしくは取得条項付新株予約権その他の証券（以下「取得条項付株式等」という。）が取得または行

使され、これに対して普通株式が交付される場合を除く。）

調整後取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間の末日とする。以下同

じ。）（株式無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降、または株主に募集株式の割当てを受

ける権利を与えるためもしくは無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適

用する。

（ⅱ）株式の分割をする場合

調整後取得価額は、株式の分割のための基準日に分割により増加する普通株式数（基準日における

当会社の自己株式である普通株式に関して増加する普通株式数を除く。）が交付されたものとみなし

て取得価額調整式を適用して算出し、その基準日の翌日以降、これを適用する。

（ⅲ）取得価額調整式に使用する時価を下回る価額（下記ニ．に定義する。以下本(ⅲ)、下記(ⅳ)および

(ⅴ)ならびに下記ハ．(ⅳ)において同じ。）をもって当会社の普通株式の交付を請求できる取得請求

権付株式等を発行または処分する場合（株式無償割当ておよび新株予約権無償割当ての場合を含

む。）
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調整後取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合は割当日）（株式無償

割当てまたは新株予約権無償割当ての場合はその効力発生日）に、または株主に取得請求権付株式等

の割当てを受ける権利を与えるためもしくは株式無償割当てもしくは新株予約権無償割当てのための

基準日がある場合はその日に、当該取得請求権付株式等の全部が当初の条件で取得または行使されて

普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、その払込期日（新株予約権

の場合は割当日）（株式無償割当てもしくは新株予約権無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日

以降、または当該基準日の翌日以降、これを適用する。

上記にかかわらず、上記の普通株式が交付されたものとみなされる日において価額が確定しておら

ず、後日一定の日（以下「価額決定日」という。）に価額が決定される取得請求権付株式等を発行し

た場合において、決定された価額が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合には、調整後取得価

額は、当該価額決定日に残存する取得請求権付株式等の全部が価額決定日に確定した条件で取得また

は行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該価額決定

日の翌日以降これを適用する。

（ⅳ）当会社が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正される条件（本イ．または

ロ．と類似する希薄化防止のための調整を除く。）が付されている場合で、当該修正が行われる日

（以下「修正日」という。）における修正後の価額（以下「修正価額」という。）が取得価額調整式

に使用する時価を下回る場合

調整後取得価額は、修正日に、残存する当該取得請求権付株式等の全部が修正価額で取得または行

使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該修正日の翌日

以降これを適用する。

なお、かかる取得価額調整式の適用に際しては、下記(a)ないし(c)の場合に応じて、調整後取得価

額を適用する日の前日において有効な取得価額に、それぞれの場合に定める割合（以下「調整係数」

という。）を乗じた額を調整前取得価額とみなすものとする。

(a）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行われて

いない場合

調整係数は１とする。

(b）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行われて

いる場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記(5)による取得価額の修正が行われて

いる場合

調整係数は１とする。

ただし、下限取得価額の算定においては、調整係数は、上記(ⅲ)または本(ⅳ)による直前の調整

を行う前の下限取得価額を当該調整後の下限取得価額で除した割合とする。

(c）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)または本(ⅳ)による調整が行われて

いる場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記(5)による取得価額の修正が行われて

いない場合

調整係数は、上記(ⅲ)または本(ⅳ)による直前の調整を行う前の取得価額を当該調整後の取得価

額で除した割合とする。

（ⅴ）取得条項付株式等の取得と引換えに取得価額調整式に使用される時価を下回る価額をもって当会社

の普通株式を交付する場合

調整後取得価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

ただし、当該取得条項付株式等について既に上記(ⅲ)または(ⅳ)による取得価額の調整が行われて

いる場合には、調整後取得価額は、当該取得と引換えに普通株式が交付された後の完全希薄化後普通

株式数（下記ホ．に定義する。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、当該

超過する普通株式数が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、取得の直前の既

発行普通株式数を超えないときは、本(ⅴ)による調整は行わない。

（ⅵ）株式の併合をする場合

調整後取得価額は、株式の併合により減少した普通株式数（効力発生日における当会社の自己株式

である普通株式に関して減少した普通株式数を除く。）を負の値で表示して交付普通株式数とみなし

て取得価額調整式を適用して算出し、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。

ロ．上記イ．(ⅰ)ないし(ⅵ)に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換または株式移転等により、取

得価額（下限取得価額を含む。）の調整を必要とする場合は、取締役会が適当と判断する取得価額（下限

取得価額を含む。）に変更される。

ハ．（ⅰ）取得価額調整式に使用する「時価」は、調整後取得価額を適用する日に先立つ５連続取引日の株

式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均値（Ｖ
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ＷＡＰのない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、上記５連続取引日

の間に、取得価額の調整事由が生じた場合、調整後取得価額は、本(8)に準じて調整する。

（ⅱ）取得価額調整式に使用する「調整前取得価額」は、調整後取得価額を適用する日の前日において

有効な取得価額とする。

（ⅲ）取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合はその日（上記イ．(ⅰ)

ないし(ⅲ)に基づき当該基準日において交付されたものとみなされる普通株式数は含まない。）

の、基準日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日の、当会社の発行済普通株式

数（自己株式である普通株式数を除く。）に、当該取得価額の調整の前に上記イ．およびロ．に基

づき「交付普通株式数」とみなされた普通株式であって未だ交付されていない普通株式数（ある取

得請求権付株式等について上記イ．(ⅳ)(b)または(c)に基づく調整が初めて適用される日（当該日

を含む。）からは、当該取得請求権付株式等に係る直近の上記イ．(ⅳ)(b)または(c)に基づく調整

に先立って適用された上記イ．(ⅲ)または(ⅳ)に基づく調整により「交付普通株式数」とみなされ

た普通株式数は含まない。）を加えたものとする。

（ⅳ）取得価額調整式に使用する「１　株当たりの払込金額」とは、上記イ．(ⅰ)の場合には、当該払

込金額（株式無償割当ての場合は０円）（金銭以外の財産による払込みの場合には適正な評価

額）、上記イ．(ⅱ)および(ⅵ)の場合には０円、上記イ．(ⅲ)ないし(ⅴ)の場合には価額（ただ

し、(ⅳ)の場合は修正価額）とする。

ニ．上記イ．(ⅲ)ないし(ⅴ)および上記ハ．(ⅳ)において「価額」とは、取得請求権付株式等または取得条

項付株式等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の場合には、その行使に際して出資される財

産の価額を加えた額とする。）から、その取得または行使に際して当該取得請求権付株式等または取得条

項付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得または行使に際

して交付される普通株式数で除した金額をいう。

ホ．上記イ．(ⅴ)において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する日の既発行普通株

式数から、上記ハ．(ⅲ)に従って既発行普通株式数に含められている未だ交付されていない普通株式数で

当該取得条項付株式等に係るものを除いて、当該取得条項付株式等の取得により交付される普通株式数を

加えたものとする。

へ．上記イ．(ⅰ)ないし(ⅲ)において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準日

以降に開催される当会社の株主総会における一定の事項に関する承認決議を停止条件としている場合に

は、上記イ．(ⅰ)ないし(ⅲ)の規定にかかわらず、調整後取得価額は、当該承認決議をした株主総会の終

結の日の翌日以降にこれを適用する。

ト．取得価額調整式により算出された上記イ．第２文を適用する前の調整後取得価額と調整前取得価額との

差額が１円未満にとどまるときは、取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後取得価額調整式

による取得価額の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調

整前取得価額に代えて調整前取得価額からこの差額を差し引いた額を（ただし、円位未満小数第２位まで

を算出し、その小数第２位を切り捨てる。）使用する。

(9）合理的な措置

上記(4)ないし(8)に定める取得価額（第７項(2)に定める一斉取得価額を含む。以下本(9)において同

じ。）は、希薄化防止および異なる種類の株式の株主間の実質的公平の見地から解釈されるものとし、その

算定が困難となる場合または算定の結果が不合理となる場合には、当会社の取締役会は、取得価額の適切な

調整その他の合理的に必要な措置をとるものとする。

(10）取得請求受付場所

株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ　経営企画部

(11）取得請求の効力発生

取得請求の効力は、取得請求に要する書類が上記(10)に記載する取得請求受付場所に到着したときに発

生する。

６．金銭を対価とする取得条項

(1）金銭を対価とする取得条項

当会社は、平成36年４月１日以降、取締役会が別に定める日が到来したときは、法令上可能な範囲で、第

二種優先株式の全部または一部を取得することができる。この場合、当会社は、かかる第二種優先株式を取

得するのと引換えに、下記(2)に定める財産を第二種優先株主に対して交付するものとする。なお、第二種

優先株式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。取得日の決定後も第５項(1)に定める取得請求

権の行使は妨げられないものとする。

(2）取得と引換えに交付すべき財産

当会社は、第二種優先株式の取得と引換えに、第二種優先株式１株につき、20,000円（ただし、第二種優
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先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切

に調整される。）の金銭を交付する。

７．普通株式を対価とする取得条項

(1）普通株式を対価とする取得条項

当会社は、取得請求期間の末日までに当会社に取得されていない第二種優先株式の全てを取得請求期間の

末日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって取得する。この場合、当会社は、かかる第二種優先株

式を取得するのと引換えに、各第二種優先株主に対し、その有する第二種優先株式数に20,000円（ただし、

第二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合に

は、適切に調整される。）を乗じた額を下記(2)に定める一斉取得額で除した数の普通株式を交付するもの

とする。第二種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、

会社法第234条に従ってこれを取扱う。

(2）一斉取得価額

一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日（以下「一斉取得価額算定期間」

という。）の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の平均

値（ＶＷＡＰのない日を除く。）に相当する金額（円位未満切捨て。）とする。なお、一斉取得価額算定期

間において、第５項(8)に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当該平均値は第５項(8)に準じて調整さ

れる。ただし、かかる計算の結果、一斉取得価額が第５項(7)に定める下限取得価額を下回る場合は、一斉

取得価額は下限取得価額とする。

８．株式の分割または併合および株式無償割当て

(1）分割または併合

当会社は、株式の分割または併合を行うときは、普通株式、第一種優先株式および第二種優先株式の種類

ごとに、同時に同一の割合で行う。

(2）株式無償割当て

当会社は、株式無償割当てを行うときは、普通株式、第一種優先株式および第二種優先株式の種類ごと

に、当該種類の株式の無償割当てを、同時に同一の割合で行う。

９．譲渡制限

第二種優先株式を譲渡により取得することについては当会社の取締役会の承認を要する。

10．種類株主総会

当会社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、法令または定款に別段の定めがある場

合を除き、第二種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

11．法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当会社の取締役会

は合理的に必要な措置を講じる。

12．議決権の有無及び差異並びに理由

当社は、株主としての権利内容に制限のない株式である普通株式の他に、株主総会における議決権を有さな

い第１回第一種優先株式、第２回第一種優先株式及び第二種優先株式を定款に定めています。これは、優先株

式が剰余金の配当及び残余財産の分配について普通株式に優先する代わりに、優先株式には議決権を付さない

こととしたものであります。

（注）７．当社は、平成26年10月１日に株式会社東京都民銀行（以下、「東京都民銀行」という。）と株式会社八千代銀

行（以下、「八千代銀行」という。）の共同株式移転により両行の完全親会社として設立されました。

これに伴い、株式会社八千代銀行第二回無担保転換社債型新株予約権付社債（劣後特約付）に関する八千代銀

行の新株予約権者に対して八千代銀行の新株予約権の代わりに、当該新株予約権者が有する新株予約権の合計と

同数の当社の新株予約権を平成26年10月１日付で交付しております。

また、当社は株式会社八千代銀行第二回無担保転換社債型新株予約権付社債（劣後特約付）について、八千代

銀行が当該新株予約権付社債の社債権者に対し負担する社債債務を、株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ

第一回無担保転換社債型新株予約権付社債（劣後特約付）として継承しております。

（注）８．新株予約権付社債は行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であり、その内容は以下のとおりであります。

新株予約権付社債の転換価額は3,741.4円であります。これにより、新株予約権付社債において転換請求が

あった場合には普通株式が1,336,398株増加します。

当社の決定による本新株予約権付社債の全額の繰上償還又は全部の取得を可能とする旨の条項はありません。

当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項（当該権利の行使を制限

するために支払われる金銭その他の財産に関する事項を含む。）についての当該行使価額修正条項付新株予約権

付社債券等の所有者との間の取決めはありません。また、当社の株券の売買に関する事項についての当該行使価

額修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取決めはありません。
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（２）【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権等はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

①　第１回第一種優先株式

該当事項はありません。

②　第二種優先株式

該当事項はありません。

③　新株予約権付社債

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成28年４月１日

(注)１
3,422 32,650 ─ 20,000 43,719 48,719

平成28年６月24日

(注)２
750 33,400 7,500 27,500 7,500 56,219

（注）１．平成28年４月１日に、当社を株式交換完全親会社、株式会社新銀行東京（以下、「新銀行東京」という。）

を株式交換完全子会社とする株式交換により経営統合を行ないました。当社は、本株式交換に際して、新銀行

東京の普通株式１株につき、0.24株の当社の普通株式を割当て交付いたしました。また、新銀行東京のＡ種優

先株式１株につき、１株の当社の第二種優先株式を割当て交付いたしました。この結果、普通株式1,422千

株、第二種優先株式2,000千株及び資本準備金が43,719百万円それぞれ増加しております。

２．平成28年６月24日を払込期日とする第１回第一種優先株式の第三者割当増資により、発行済株式総数が750

千株、資本金及び資本準備金がそれぞれ7,500百万円増加しております。

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができないため、直前基準日である平成28年３月31日の株主名簿に基づき記載をしております。

なお、平成28年４月１日に、当社を株式交換完全親会社、株式会社新銀行東京（以下、「新銀行東京」とい

う。）を株式交換完全子会社とする株式交換により経営統合を行ないました。当社は、本株式交換に際して、

新銀行東京の普通株式１株につき、0.24株の当社の普通株式を割当て交付いたしました。また、新銀行東京の

Ａ種優先株式１株につき、１株の当社の第二種優先株式を割当て交付いたしました。この結果、普通株式

1,422,289株及び第二種優先株式が2,000,000株それぞれ増加しております。

また、平成28年６月24日に、第１回第一種優先株式750,000株を発行しております。

①【発行済株式】

平成28年3月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － ──

議決権制限株式（自己株式等） － － ──

議決権制限株式（その他） － － ──

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式169,800 － ──

完全議決権株式（その他）
普通株式28,200,000

（注１）

282,000

（注２）
──

単元未満株式 普通株式858,026 － ──

発行済株式総数 29,227,826 － ──

総株主の議決権 ── 282,000 ──

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の「株式数（株）」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式100株が含

まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の「議決権の数（個）」には、株式会社証券保管振替機構名義の完全議決権

株式に係る議決権が１個含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社東京ＴＹ

フィナンシャルグループ

新宿区新宿五丁目

９番２号
169,800 － 169,800 0.58

計 ── 169,800 － 169,800 0.58

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

(1) 新任役員

　　該当事項はありません。

 

(2) 退任役員

　　該当事項はありません。

 

(3) 役職の異動

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規

則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自　平成28年４月１日　

至　平成28年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）に係る四

半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

現金預け金 405,539 434,581

コールローン及び買入手形 43,600 53,543

買入金銭債権 4,202 39,232

商品有価証券 658 693

有価証券 ※２ 1,210,097 ※２ 1,368,956

貸出金 ※１ 3,359,919 ※１ 3,579,258

外国為替 6,531 8,370

その他資産 29,258 31,031

有形固定資産 53,217 55,202

無形固定資産 2,039 2,040

繰延資産 56 105

退職給付に係る資産 8,647 9,313

繰延税金資産 7,035 8,477

支払承諾見返 5,860 8,455

貸倒引当金 △24,122 △29,948

資産の部合計 5,112,540 5,569,313

負債の部   

預金 4,502,192 4,796,449

譲渡性預金 34,206 28,786

コールマネー及び売渡手形 － 9,800

債券貸借取引受入担保金 293,327 273,868

借用金 7,425 94,284

外国為替 68 295

社債 16,000 16,000

新株予約権付社債 5,000 5,000

その他負債 35,803 43,010

賞与引当金 2,038 905

退職給付に係る負債 5,530 5,576

役員退職慰労引当金 85 91

ポイント引当金 53 52

利息返還損失引当金 14 14

睡眠預金払戻損失引当金 988 1,023

偶発損失引当金 659 650

繰延税金負債 55 2,598

再評価に係る繰延税金負債 14 14

支払承諾 5,860 8,455

負債の部合計 4,909,324 5,286,877

純資産の部   

資本金 20,000 27,500

資本剰余金 99,585 150,805

利益剰余金 80,913 102,490

自己株式 △594 △598

株主資本合計 199,905 280,197

その他有価証券評価差額金 8,390 7,293

繰延ヘッジ損益 6 5

土地再評価差額金 △209 △209

為替換算調整勘定 11 6

退職給付に係る調整累計額 △5,221 △5,152

その他の包括利益累計額合計 2,977 1,942

新株予約権 46 44

非支配株主持分 286 250

純資産の部合計 203,216 282,435

負債及び純資産の部合計 5,112,540 5,569,313

 

EDINET提出書類

株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ(E30746)

四半期報告書

28/42



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

経常収益 20,548 21,068

資金運用収益 14,134 14,929

（うち貸出金利息） 11,587 11,693

（うち有価証券利息配当金） 2,305 2,934

信託報酬 － 9

役務取引等収益 4,073 4,123

その他業務収益 1,081 1,379

その他経常収益 ※１ 1,258 ※１ 626

経常費用 16,994 17,744

資金調達費用 901 949

（うち預金利息） 567 583

役務取引等費用 987 536

その他業務費用 40 83

営業経費 14,258 15,351

その他経常費用 ※２ 807 ※２ 823

経常利益 3,554 3,323

特別利益 162 19,443

固定資産処分益 162 0

負ののれん発生益 － 19,443

特別損失 80 23

固定資産処分損 80 23

税金等調整前四半期純利益 3,635 22,744

法人税等 1,275 276

四半期純利益 2,360 22,467

非支配株主に帰属する四半期純利益 6 19

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,354 22,448
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 2,360 22,467

その他の包括利益 890 △1,035

その他有価証券評価差額金 800 △1,094

繰延ヘッジ損益 1 △1

土地再評価差額金 0 －

為替換算調整勘定 1 △5

退職給付に係る調整額 8 69

持分法適用会社に対する持分相当額 79 △3

四半期包括利益 3,250 21,431

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,242 21,413

非支配株主に係る四半期包括利益 8 18
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

連結の範囲の重要な変更

株式会社新銀行東京は株式交換により、当第１四半期連結会計期間から連結の範囲に含めております。

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更による当第１四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であ

ります。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

税金費用の処理

当社及び連結子会社の税金費用は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることに

より算定しております。

 

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

破綻先債権額 3,693百万円 4,554百万円

延滞債権額 83,414百万円 86,388百万円

３ヵ月以上延滞債権額 291百万円 363百万円

貸出条件緩和債権額 3,138百万円 4,876百万円

合計額 90,536百万円 96,182百万円
 
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

※２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証

債務の額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

 27,889百万円 28,703百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

償却債権取立益 113百万円 24百万円

株式等売却益 171百万円 44百万円

持分法による投資利益 47百万円 84百万円

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

貸倒引当金繰入額 251百万円 294百万円

株式等売却損 5百万円 61百万円

債権売却損 2百万円 4百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 854百万円 821百万円
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月15日

取締役会
普通株式 872 30 平成27年３月31日 平成27年６月10日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月13日

取締役会
普通株式 871 30 平成28年３月31日 平成28年６月13日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高（百万円） 20,000 99,585 80,913 △594 199,905

当第１四半期連結会計期間末まで

の変動額（累計）
     

新株の発行（注２） 7,500 7,500   15,000

株式交換による変動（注１）  43,719   43,719

剰余金の配当   △871  △871

親会社株主に帰属する四半期純

利益（累計）（注１）
  22,448  22,448

自己株式の取得    △5 △5

自己株式の処分  0  2 2

当第１四半期連結会計期間末まで

の変動額（累計）合計
7,500 51,219 21,576 △3 80,292

当第１四半期連結会計期間末残高

（百万円）
27,500 150,805 102,490 △598 280,197

（注）１．平成28年４月１日に、当社を株式交換完全親会社、株式会社新銀行東京（以下、「新銀行東京」とい

う。）を株式交換完全子会社とする株式交換により経営統合を行ないました。当社は、本株式交換に際し

て、新銀行東京の普通株式１株につき、0.24株の当社の普通株式を割当て交付いたしました。また、新銀行

東京のＡ種優先株式１株につき、１株の当社の第二種優先株式を割当て交付いたしました。この結果、資本

剰余金が43,719百万円増加し、親会社株主に帰属する四半期純利益には、負ののれん発生益19,443百万円が

含まれております。

２．平成28年６月24日を払込期日とする第１回第一種優先株式の第三者割当増資により、資本金及び資本剰余

金がそれぞれ7,500百万円増加しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、報告セグメントが銀行業のみであります。なお、銀行業以外にコンピューター関連サービ

ス業、情報提供サービス業及びクレジットカード業務等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメ

ントに占める割合が僅少であるため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

※１．企業集団の事業の運営において重要なものであるため記載しております。

※２．四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金及

び「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しております。

 

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

国債 340,411 359,394 18,982

地方債 67,654 68,089 434

社債 96,546 97,715 1,169

外国証券 18,133 18,606 473

合計 522,745 543,804 21,059

 

当第１四半期連結会計期間（平成28年６月30日）

 
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

国債 333,404 356,206 22,801

地方債 62,478 62,966 488

社債 93,150 94,527 1,377

外国証券 17,174 17,779 604

合計 506,207 531,480 25,272
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２．その他有価証券

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
取得原価
(償却原価)
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

株式 28,139 32,758 4,619

債券 490,309 495,525 5,215

国債 175,761 178,303 2,541

地方債 47,957 48,711 753

短期社債 9,999 9,999 －

社債 256,590 258,510 1,920

その他 163,446 165,757 2,311

合計 681,895 694,041 12,146

 

当第１四半期連結会計期間（平成28年６月30日）

 
取得原価
(償却原価)
（百万円）

四半期連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

株式 28,059 28,926 866

債券 609,263 618,120 8,857

国債 194,048 197,177 3,129

地方債 59,190 60,302 1,112

短期社債 14,999 14,999 －

社債 341,024 345,640 4,615

その他 241,093 243,213 2,119

合計 878,416 890,260 11,843

（注）　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落してお

り、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半

期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計

期間（前連結会計年度）の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

前連結会計年度における減損処理額は、ありません。

当第１四半期連結累計期間における減損処理額は、株式11百万円であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は以下のとおりです。

四半期連結会計期間（前連結会計年度）における時価が取得原価に比べて50％以上下落したものにつ

いては、時価まで減損することとし、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落したものについて

は、発行会社の信用状況や過去の一定期間における時価の推移等を勘案して、回復する見込みがあると

認められる場合を除き、時価まで減損することとしております。
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（デリバティブ取引関係）

企業集団の事業の運営において重要なものであるため記載しております。

 

(1）金利関連取引

前連結会計年度（平成28年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

金利先物 － － －

金利オプション － － －

店頭

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 263,334 1,059 1,059

金利スワップション 5,940 － 17

金利キャップ 5,821 － 58

その他 － － －

合　　計 ────── 1,059 1,135

（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第24号　平成14年２月13日）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上

記記載から除いております。

 

当第１四半期連結会計期間（平成28年６月30日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

金利先物 － － －

金利オプション － － －

店頭

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 265,551 1,086 1,086

金利スワップション 4,340 － 13

金利キャップ 5,312 － 50

その他 － － －

合　　計 ────── 1,086 1,151

（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第24号　平成14年２月13日）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上

記記載から除いております。
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(2）通貨関連取引

前連結会計年度（平成28年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ 14,807 30 30

為替予約 42,783 423 423

通貨オプション 17,723 1 56

その他 － － －

合　　計 ────── 455 511

（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号　平成14年７月29日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等

は、該当ありません。

 

当第１四半期連結会計期間（平成28年６月30日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ 14,768 27 27

為替予約 80,792 1,589 1,589

通貨オプション 15,636 △0 67

その他 － － －

合　　計 ────── 1,616 1,684

（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号　平成14年７月29日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等

は、該当ありません。

 

(3）株式関連取引

該当事項はありません。

 

(4）債券関連取引

該当事項はありません。

 

(5）商品関連取引

該当事項はありません。

 

(6）クレジット・デリバティブ取引

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

１．取得による企業結合の概要

(1)　被取得企業の名称、事業の内容及び規模

被取得企業の名称　　新銀行東京

事業の内容　　　　　銀行業

資本金　　　　　　　20,000百万円

(2) 企業結合を行った主な理由

当社及び新銀行東京は、ともに首都東京における地域金融の担い手としてそれぞれの強みを活かしなが

ら、地域金融の円滑化及び地域経済の発展に貢献してまいりましたが、東京都内における中小企業支援とい

う共通の経営目標を有するとともに、経営統合により首都圏における地域金融の担い手として一層の真価を

発揮し、統合による相乗効果も期待できることから、経営統合いたしました。

(3)　企業結合日

平成28年４月１日

(4)　企業結合の法的形式

株式交換

(5) 結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

企業結合に関する会計基準上の取得決定要素及び各種要因を総合的に勘案した結果、当社を取得企業とい

たしました。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成28年4月１日から平成28年６月30日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　企業結合日に交付した当社の普通株式 3,719百万円

企業結合日に交付した当社の優先株式 40,000百万円

取得原価 43,719百万円

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数

(1) 株式の種類別の交換比率

① 新銀行東京の普通株式１株に対し、当社の普通株式0.24株

② 新銀行東京の優先株式１株に対し、当社の優先株式１株

(2) 株式交換比率の算定方法

複数のフィナンシャル・アドバイザーに第三者算定機関として株式交換比率の算定を依頼し、提出された

報告書に基づき当事者間で協議の上、算定いたしました。

(3) 交付した株式数

普通株式　1,422,289株

優先株式　2,000,000株

５．負ののれん発生益の金額及び発生原因

(1) 負ののれん発生益の金額

19,443百万円

(2) 発生原因

取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を下回ったため、その差額を負ののれん

発生益として認識しております。

６．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　144百万円
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 円 80.98 736.50

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 2,354 22,448

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る四半期純利益
百万円 2,354 22,448

普通株式の期中平均株式数 千株 29,069 30,479

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
円 78.01 479.50

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

調整額
百万円 17 18

うち新株予約権付社債利息

（税額相当額控除後）
百万円 17 18

普通株式増加数 千株 1,336 16,374

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末

から重要な変動があったものの概要

 ────── ──────

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成28年５月13日開催の取締役会において、平成28年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次

のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

　① 配当金の総額 871百万円

　② １株当たりの金額 30円

　③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年６月13日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

   平成２８年８月９日

    

株式会社　東京ＴＹフィナンシャルグループ   

取　締　役　会　　御　中   

   

新日本有限責任監査法人

    

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 南　波　　秀　哉　　㊞

    

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 長　尾　　礎　樹　　㊞

    

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 日 下 部　惠　美　　㊞

    

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

東京ＴＹフィナンシャルグループの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期

連結会計期間（平成２８年４月１日から平成２８年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２８年４月

１日から平成２８年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ及び連結子会社の

平成２８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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